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                             財関第８０５号  

                             平成17年６月21日 

 

 （各） 税関長 殿 

沖縄地区税関長 殿 

 

                                       関税局長  木 村  幸 俊 

 

 

関税法基本通達等の一部改正等について 

 

 

 関税評価に係る事前教示制度について（平成17年６月21日財関第806号）の制定

等に伴い、関税法基本通達等の一部を下記のとおり改正し、平成17年７月１日から

実施することとしたので、了知の上、貴関職員及び関係者に周知徹底されたい。 

 

 

記 

 

第１ 関税法基本通達（昭和 47 年３月１日蔵関第 100 号）の一部を次のように改

正する。 

１．７－17 中「（事前教示）」を「((事前教示))」に改め、同項の(1)のイの(ｲ

)中「（Ｃ第 1000 号）（原産地に関する照会については「事前教示に関する照

会書（原産地照会用）」（Ｃ第 1000 号－2）による。また、記載欄が不足する

場合には、適宜の様式による「事前教示に関する照会書（つづき）」を使用さ

せ、添付（割印）する。以下、これらを「照会書」という。）」を「（Ｃ－

1000）（原産地に関する照会の場合には、「事前教示に関する照会書（原産地

照会用）」（Ｃ－1000－2）とする。以下「照会書」という。）（記載欄が不

足する場合には、適宜の様式による「事前教示に関する照会書（つづき）」を

照会書に添付の上、割印させるものとする。）」に、「（Ｃ第 1000 号－1）（

原産地に関する回答については「事前教示回答書（変更通知書兼用）（原産地

照会用）」（Ｃ第 1000 号－3）による。以下、これらを「回答書」という。）

に必要回答事項を記載し、押印の上、さらに照会書と回答書が同一案件である

ことを確保するため、照会書及び回答書には画像情報検索システムにより賦与

される同一の登録番号（原産地に係る照会については、受理税関が賦与する登

録番号とする。以下「登録番号」という。）を付し」を「（Ｃ－1000－1）（

原産地に関する回答の場合には、「事前教示回答書（変更通知書兼用）（原産

地照会用）」（Ｃ－1000－3）とする。以下「回答書」という。）に必要回答



2 

事項を記載し、押印した上」に、「適宜の様式の」を「適宜の様式による」に

、「に係る注意事項」を「についての注意事項」に、「照会に係る書面と回答

書の同一性の確保のため、照会に係る書面及び回答書には登録番号を付し、照

会に係る書面の写しとともに回答書を」を「回答書を照会に係る書面の写しと

ともに」に改め、同項の(1)のイの(ﾛ)中「照会書を 1 通提出させ」を「上記(ｲ

)に準じて行わせるものとし」に、「Ｃ第 1000 号－4」を「Ｃ－1000－4」に改

め、同項の(1)のイの(ﾊ)中「又は(ﾛ)」を「（同(ﾛ)において準用する場合を含

む。）」に、「記載させるものとし」を「記載させ、原産地に関する照会にあ

つては、関係する国における加工、製造に関する事項について記載させるもの

とし」に、「適宜の様式による照会書」を「適宜の様式による照会に係る書面

」に、「照会者にとつて、当該貨物の製法、性状等」を「照会者が、当該貨物

の製法、性状、関係する国における加工、製造に関する事項等」に改め、同項

の(1)のロ中「書面により補足説明を」を「書面による補足説明を可及的速や

かに」に改め、同項の(1)のロの(ｲ)中「（Ｃ第 1002 号）「」を「（Ｃ－1002

）（」に改め、同項の(1)のロなお書中「上記イの(ｲ)に係る照会においては、

」を削り、「割印をし」を「割印をし、」に、「割印済である照会書と補足説

明書のそれぞれの写しを、回答書に添付して」を「割印済の照会書の写し及び

補足説明書の写しを、回答書とともに」に改め、同項の(1)のハ中「当たつて

は、」の次に「予め必要な補足説明の内容について十分説明し、照会者が補足

説明に不要な時間を消費しないように努めるものとする。また、」を加え、同

項の(1)のニ中「以下、」を「以下」に、「受ける場合には」を「受ける場合

であつても」に改め、同項の(1)のホの(ｲ)中「変更の理由その他必要事項を記

載した変更通知書を新たに発出することにより行うものとする。さらに照会書

と変更通知書が同一案件であることを確保するため、照会書及び変更通知書に

は従前の登録番号と同じ登録番号を付し」を「「事前教示回答書（変更通知書

兼用）」（Ｃ－1000－1）（原産地に関する回答の場合には、「事前教示回答

書（変更通知書兼用）（原産地照会用）」（Ｃ－1000－3）とする。以下「変

更通知書」という。）に変更の理由その他必要事項を記載し、押印した上」に

、「発出済」を「交付又は送達済」に、「発出するものとする。」を「交付し

又は送達するものとする。」に改め、同項の(1)のホの(ﾛ)中「適宜の様式によ

り」を「適宜の様式による書面により」に、「発出済の回答書」を「交付又は

送達済の回答書」に、「この場合、当該通知に併せて、当該撤回に係る貨物の

新たな関税率表適用上の所属区分等を発出済の回答書にかわる変更の理由その

他必要事項を記載した変更通知書を新たに発出することにより行うものとする。

さらに照会書と回答書が同一案件であることを確保するため、照会書及び変更

通知書には従前の登録番号と同じ登録番号を付し」を「この場合にあつては、

変更通知書に当該撤回に係る貨物の新たな関税率表適用上の所属区分その他必

要事項を記載し、押印した上」に改め、同項の のホなお書中「発出した変更
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通知書を変更し、」を「交付又は送達した変更通知書を変更し」に、「発出し

た事前教示回答書」を「交付又は送達した変更通知書」に、「当該回答を変更

し、」を「当該回答を変更し」に改め、同項の のホただし書中「上記の変更

又は撤回の手続」を「当該変更し又は撤回する場合の手続」に改め、同項の

(1)のヘを削り、同項の(3)中「及び(2)」を「（同(2)のロにより準用する場合

を含む。）」に改め、同項の(3)のイ中「以下、「回答等」という。」を「以

下「回答等」という。」に、「「事前教示回答書に関する異議の申出書・回答

書」（Ｃ－1001）（以下、「申出書・回答書」という。）」を「「事前教示回

答書（変更通知書）に関する異議の申出書」（Ｃ－1001）（以下「申出書」と

いう。）」に、「申出を行わせ、当該申出書・回答書」を「行わせる。申出書

の提出を受けた税関は、当該申出書」に、「回答欄」を「「回答書」の欄」に

、「事前教示回答書を作成しこれを当該原本に添付した上、これらを」を「回

答書を作成し、これを当該原本とともに」に、「申出書・回答書を」を「申出

書を」に、「適宜の様式による申出書」を「適宜の様式による申出に係る書面

」に、「、適宜の様式による回答書をもつて回答するものとし、この場合にお

いては、当該回答書には、原則として、当該申出書」を「ることとし、適宜の

様式による回答に係る書面により回答するものとする。この場合にあつては、

当該回答に係る書面には、原則として、当該適宜の様式による申出に係る書面

」に、「申出書・回答書の回答書欄」を「申出書の「回答書」の欄」に改め、

同項の(3)のロ中「申出書・回答書」を「申出書」に、「適宜の様式による申

出書」を「適宜の様式による申出に係る書面」に改め、同項の(4)を次のよう

に改める。 

(4) 関税評価に係る事前教示 

関税評価に係る事前教示については、「関税評価に係る事前教示制度

について」（平成 17 年６月 21 日財関第 806 号）に定める。 

２．７－18 中「(3)により」を「同(3)により」に改め、同項の(4)中「回答を行

なう場合」を「照会が行われる際及びこれに対する回答を行う際」に、同項の

(7)中「事前教示回答（変更通知」を「事前教示の回答（変更又は撤回」に改

め、同項の(8)中「事前教示回答書」を「回答書」に、「発出」を「交付又は

送達」に改め、同項の(9)中「事前教示回答書」を「回答書」に改める。 

３．７－19 中「照会書・回答書等」を「回答書及び変更通知書」に改め、同項

の(1)中「発出された」を「交付又は送達された」に改め、「これらを併せて

」を削り、「対象となった」を「対象となつた」に、「事前教示照会書」を「

照会書」に、「発出した」を「交付又は送達を行つた」に改め、同項の(2)の

イ中「その発出日」を「交付又は送達のあつた日」に改め、同項の(2)のホの(

ｲ)中「無くなった場合」を「無くなつた場合」に改める。 

４．７－22 の見出しを「（関税率表及び原産地の統一的適用）」に改め、同項

中「関税率表の統一的適用」を「関税率表及び原産地の統一的適用」に改め、
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同項の(1)のイ中「所属区分の審査上参考となる事項の確認」を「所属区分及

び原産地の審査上参考となる事項の確認」に改め、同項の(1)のイの(ｲ)中「（

以下この項において「所属区分」」を「及び原産地（以下この項において「所

属区分等」」に、「適用された所属区分」を「適用された所属区分等」に、「

係る所属区分」を「係る所属区分等」に改め、同項の(1)のイの(ﾛ)中「所属区

分」を「所属区分等」に改め、同項の(1)のイの(ﾊ)中「所属区分」を「所属区

分等」に、「貨物であっても」を「貨物であつても」に改め、「関税率表」の

次に「及び原産地」を加え、同項の(1)のイの(ﾆ)中「所属区分」を「所属区分

等」に改め、同項の(1)のロの(ｲ)中「所属区分」を所属区分等」に改め、同項

の(1)のロの(ﾛ)中「自関の関税鑑査官と協議の上、処理するものとする。」を

「関税率表の解釈及び適用に係るものについては、自関の関税鑑査官と、原産

地認定の解釈及び適用に係るものについては、自関の原産地調査官とそれぞれ

協議の上、処理するものとする。」に、「所属区分」を「所属区分等」に改め

、「関税率表」の次に「又は原産地」を加え、同項の(1)のロの(ﾊ)中「関税鑑

査官」の次に「又は原産地調査官」を加え、同項の(1)のロの(ﾆ)中「所属区分

」を「所属区分等」に改め、同項の(1)のロの(ﾎ)中「所属区分」を「所属区分

等」に、「当たっては」を「当たつては」に改め、同項の(2)中「総括関税鑑

査官との協議等」を「総括関税鑑査官及び総括原産地調査官との協議等」に、

「イ 総括関税鑑査官との協議」を「イ 総括関税鑑査官及び総括原産地調査

官との協議」に改め、同項の(2)のイ中「所属区分」を「所属区分等」に、「

総括関税鑑査官との協議の結果を当該貨物の所属区分の決定とするものとする。

」を「関税率表の統一的な解釈及び適用に関するものについては、総括関税鑑

査官と、原産地認定の統一的な解釈及び適用に関するものについては、総括原

産地調査官とそれぞれ協議を行い、その協議の結果を当該貨物の所属区分等の

決定とするものとする。」に、「貨物であって」を「貨物であつて」に改め、

「関税率表」の次に「及び原産地」を加え、同項の(2)のロ中「協議事項」を

「協議要領」に改め、同項の(2)のロの(ｲ)中「相互に関税鑑査官」の次に「又

は原産地調査官」を、「総括関税鑑査官」の次に「又は総括原産地調査官」を

加え、同項の(2)のロの(ﾛ)中「所属区分」を「所属区分等」に改め、同項の

(2)のニ中「各税関」を「税関」に改め、同項の(2)のホ中「画像情報検索」を

削り、同項の(2)のホの次に次のように加える。 

ヘ 総括原産地調査官は、原産地に係るものについて、上記ハ、ニ及びホに

準じて行うものとする。この場合において、「総括関税鑑査官」とあるの

は「総括原産地調査官」と、「関税率表」とあるのは「原産地認定」と読

み替えるものとする。 

５．７-22 の(3)のイの(ｲ)中「各税関」を「税関」に、「取り扱った」を「取り

扱つた」に改め、「所属区分」の次に「又は原産地」を、「総括関税鑑査官」

の次に「又は総括原産地調査官」を、「関税率表」の次に「及び原産地」を加
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え、同項の(3)のイの(ﾛ)中「各税関」を「税関」に、「所属区分」を「所属区

分等」に改め、同項の(3)のイの(ﾊ)中「所属区分」を「所属区分等」に改め、

同項の(3)のロの(ｲ)中「各税関」を「税関」に、「所属区分」を「所属区分等

」に改め、同項の(3)のロの(ﾛ)中「各税関」を「税関」に、「所属区分」を「

所属区分等」に「関税鑑査官」を「各税関の関税鑑査官及び原産地調査官」に

改め、同項の(3)のハ中「各税関」を「税関」に、「所属区分」を「所属区分

等」に、「あった場合には」を「あつた場合には」に改める。 

６．７-22 の(4)、(5)及び(6)を次のように改める。 

(4) 事前教示に係る関税率表の統一的適用 

イ 口頭による所属区分に係る事前教示 

(ｲ) 本邦に到着していない貨物に係る事前教示 

ⅰ 本邦に到着していない貨物の所属区分について事前教示を求めら

れた場合には、上記(1)のイと同様に、当該所属区分を決定するう

えで参考となる事項の有無につき聴取するものとする。また、当該

聴取した事項その他の事項から判断して、当該貨物の所属区分につ

いて慎重に検討する必要があると認められる場合には、上記(1)の

ロに準じて処理するものとする。 

ⅱ 本邦に到着していない貨物の所属区分に係る事前教示は、原則と

して、本関において行うものとするが、遠隔地の署所においては、

本関と協議の上、処理することができるものとする。ただし、回答

すべき内容が簡易な場合には、事前教示を求められた署所が回答す

ることとして差し支えない。 

(ﾛ) 本邦に到着した貨物に係る事前教示 

本邦に到着した貨物の所属区分について事前教示を求められた場合

は、上記(ｲ)に準じて処理するものとする。 

(ﾊ) 総括関税鑑査官への協議については、上記(2)のイ及びロに準じて

行うものとする。 

ロ 書面による所属区分に係る事前教示 

(ｲ) 本邦に到着していない貨物に係る事前教示 

本邦に到着していない貨物の所属区分について事前教示を照会書に

より求められた場合の処理は次の要領により行うものとする。 

ⅰ 当該所属区分の検討は本関において行うものとする。 

ⅱ 回答書は、分類の透明性の向上を図つていく観点から回答後原

則として公開し、輸入者等の閲覧に供することができるものとす

る。ただし、次の要件に該当する場合で、照会者より非公開期間

設定の要請があつたものについては一定期間非公開とするものと

する。 

(ⅰ) 照会対象となつた貨物が新規の輸入品であり、市場に流通す
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る前に他者に知られることにより不利益を受けるおそれがある

場合 

(ⅱ) 照会対象となつた貨物の照会内容のうち成分割合に特徴があ

り、公開によつて競合する者に知られ不利益を受けるおそれが

ある場合 

(ⅲ) 照会対象となつた貨物の照会内容のうち製造方法に特徴があ

り、公開によつて競合する者に知られ不利益を受けるおそれが

ある場合 

(ⅳ) 照会対象となつた貨物が未だに計画段階であり、実際に商品

が輸入される前に他者に知られることにより不利益を受けるお

それがある場合 

(ⅴ) 照会対象となつた貨物に係る情報が、照会に際して秘匿を条

件として照会者より任意に提出されたものであり、当該情報が

輸出者、納入先等から秘匿を要請されている場合 

(ⅵ) その他一定期間非公開とすることにつき、正当な理由がある

と認められる場合 

ⅲ 上記ⅱの回答書の公開及び閲覧については、個々の照会の際に

照会者に対し十分に説明を行い、理解と協力を得るように努める

ものとする。 

その際、照会者より非公開期間の設定が要請された場合は、上

記ⅱに従つて処理するものとする。 

(ﾛ) 本邦に到着した貨物に係る事前教示 

上記(ｲ)に準じて処理するものとする。 

(ﾊ) 架空の商品等の各関相互通報 

各税関の関税鑑査官は、自関で取り扱つた事前教示に関する照会の

うち、上記 7－18 の(5)に該当する照会については、本省及び他関に

書面その他適宜の方法により通報するものとする。 

(5) 書面による事前教示（所属区分に係るもの）に係る事務処理要領 

イ 各税関の関税鑑査官は、前記 7－17 の(1)のイの(ｲ)により所属区分に

係る事前教示を書面により求められた場合の事務処理を次の要領により

行うものとする。 

(ｲ) 照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料、意見その他の当

該貨物の所属区分の決定に必要と認められる事項等をシステムに画像

情報として入力し、分類検討の結果としての回答書（案）を登録する。

ただし、関税率表等の規定により所属区分の決定が容易なものは税関

限りで処理するものとする。 

(ﾛ) 税関限りで処理する場合は、システムにより賦与される登録番号（

下記(ﾆ)及び(ﾎ)において「登録番号」という。）を付するものとする。 
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(ﾊ) 登録した回答書（案）について、総括関税鑑査官から修正の指示を

受けた場合には、必要に応じ適宜修正した上、回答書（案）の内容変

更を登録するものとする。 

(ﾆ) 回答書を交付又は送達する際には、回答書と照会書が同一案件であ

ることを確保するため、照会書及び回答書に登録番号を付したうえ、

照会書の写しとともに交付するものとする。 

(ﾎ) 総括関税鑑査官から以前に行つた所属区分に係る事前教示の回答に

つき変更又は撤回を行う旨回答を受けた場合には、交付又は送達済の

回答書にかわる変更通知書を交付又は送達するものとする。この場合

にあつては、変更通知書と照会書が同一案件であることを確保するた

め、変更通知書及び照会書に従前の登録番号と同じ登録番号を付すも

のとする。 

(ﾍ) 交付又は送達済の回答書の写し及び変更通知書の写し等は、見本そ

の他の参考資料とともに保管するものとし、既に変更通知書が交付又

は送達され失効した回答書の写し等は失効したことがわかるように保

管するとともに、画像情報として保存するものとする。また、口頭に

より照会を行わせた場合においても、必要に応じ、照会者、照会事項

、回答の内容、回答者等を記録にとどめるものとする。 

ロ 総括関税鑑査官は、各税関からシステムに入力された事前教示照会（

税関限りで処理されたものを除く。）の事務処理を次の要領により行う

ものとする。 

(ｲ) 税関からシステムに入力された照会書及びその他の入力された情報

並びに登録された照会書（案）等をもとに、当該事前教示照会に係る

貨物の所属区分の検討を可及的速やかに行うものとする。 

(ﾛ) 上記(ｲ)の検討の結果、回答書（案）の内容が適正であると認めら

れる場合には、当該回答書（案）の内容を確定させる登録を行うもの

とする。回答書（案）の内容について訂正を必要とする場合には、登

録税関に対して適宜修正を指示し、指示どおりの修正が行われている

ことを確認した上で、当該回答書（案）の内容を確定させる登録を行

うものとし、さらに訂正を必要とする場合は再度登録税関に対して適

宜修正を指示するものとする。 

(ﾊ) 当該貨物の検討の際、必要に応じ、当該検討内容を本省に報告する

ものとする。 

(ﾆ) 税関に対し以前に行つた所属区分に係る事前教示に関する照会の回

答（税関限りで処理されたものを含む。）内容につき変更又は撤回を

行う場合及び税関限りで処理され、システムに登録された回答書等の

内容を検討し、その内容につき変更又は撤回を行う場合は、上記(ﾊ)

に準じて行うものとする。 
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ハ 所属区分に係る事前教示回答書の公開及び閲覧 

上記(4)のロの(ｲ)のⅱによる回答書の公開及び閲覧について、各税関

の関税鑑査官は、回答書（変更通知書を含む。以下この項において同じ。

）（案）をシステムに登録する際に、公開可能なもの（無期限の非公開

期間が設定されているもの以外のもの）について公開対象とするものと

し、当該公開対象となつた回答書の内容を税関ホームページを利用して

輸入者等の閲覧に供するものとする。 

(6) 書面による事前教示（原産地に係るもの）に係る事務処理要領 

イ 各税関の原産地調査官は、前記 7－17 の(1)のイの(ｲ)により原産地に

係る事前教示を書面により求められた場合の事務処理を次の要領により

行うものとする。 

(ｲ) 照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料、意見その他の当

該貨物の原産地の決定に必要と認められる事項等の写しとともに、検

討の結果としての回答書（案）を総括原産地調査官に送付し、協議す

るものとする。ただし、原産地の決定が容易なものは税関限りで処理

するものとする。 

(ﾛ) 税関限りで処理する場合は、照会書に、適宜、登録番号を付するも

のとする。 

(ﾊ) 送付した回答書（案）について、総括原産地調査官から修正の指示

を受けた場合には、必要に応じ適宜修正を行うものとする。 

(ﾆ) 回答書を交付又は送達する際には、回答書と照会書が同一案件であ

ることを確保するため、回答書及び照会書に総括原産地調査官から賦

与される登録番号を付したうえ、照会書の写しとともに交付又は送達

するものとする。なお、税関限りで処理した回答書を交付又は送達し

た場合は、照会書及び照会者が提供した当該貨物に係る資料、意見そ

の他の当該貨物の原産地の決定に必要と認められる事項等の写しとと

もに、当該回答書の写しを総括原産地調査官に送付するものとする。 

(ﾎ) 総括原産地調査官から以前に行つた原産地に係る事前教示の回答に

つき変更又は撤回を行う旨回答を受けた場合には、交付又は送達済の

回答書にかわる変更通知書を交付又は送達するのもとする。この場合

にあつては、変更通知書と照会書が同一案件であることを確保するた

め、変更通知書及び照会書に従前の登録番号と同じ登録番号を付すも

のとする。 

(ﾍ) 交付又は送達済の回答書の写し及び変更通知書の写し等は、見本そ

の他の参考資料とともに保管するものとし、既に変更通知書が交付又

は送達され失効した回答書の写し等は失効したことがわかるように保

管するものとする。また、口頭により照会を行わせた場合においても

、必要に応じ、照会者、照会事項、回答の内容、回答者等を記録にと
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どめるものとする。 

ロ 総括原産地調査官は、税関から送付された事前教示に関する照会（税

関限りで処理されたものを除く。）の事務処理を次の要領により行うも

のとする。 

(ｲ) 税関から送付された照会書及びその他の情報並びに回答書（案）等

をもとに、当該事前教示照会に係る貨物の原産地の検討を可及的速や

かに行うものとする。 

(ﾛ) 上記(ｲ)により得られた結果を、送付した税関に回答するとともに

、登録番号を通知する。なお、回答書（案）の内容について訂正を必

要とする場合には、送付した税関に対して適宜修正を指示するものと

する。 

(ﾊ) 当該貨物の検討の際、必要に応じ、当該検討内容を本省に報告する

ものとする。 

(ﾆ) 税関に対し以前に行つた原産地に係る事前教示に関する照会の回答

（税関限りで処理したものを含む。）内容につき変更又は撤回を行う

場合には、上記(ﾊ)に準じて行うものとする。 

 ７．７-22 の(6)次に次のように加える。 

(7) 事前教示に関する異議の申出 

イ 所属区分に係る回答に関する異議の申出 

前記 7－17 の(3)のイにより、照会者から照会貨物の所属区分につい

て異議の申出があつた場合には、次の要領で処理するものとする。 

(ｲ) 総括関税鑑査官への送付 

税関は、所属区分に係る申出書の受付を行い、当該申出書の写し及

び当該申出に係る自関の意見等（以下この項において「所属区分に係

る申出書の写し等」という。）を添えて、総括関税鑑査官に送付する

ものとする。 

(ﾛ) 本省への上申 

総括関税鑑査官は、当該所属区分に係る申出書の写し等をもとに、

申出に係る貨物の所属区分について再検討を行い、本省に当該申出に

つき当該再検討の結果等を添えて協議するものとする。 

(ﾊ) 総括関税鑑査官は、上記(ﾛ)の協議の結果により、当該貨物の所属

区分が変更又は撤回となつた場合には、当該所属区分に係る申出書の

写しに新たな全国共通の登録番号を付し、当該協議の結果を当該所属

区分に係る申出書を受け付けた税関（下記(ﾆ)において「受付税関」

という。）に回付すると同時に、その他の税関にも送付するものとす

る。 

当該貨物の所属区分が従前のとおりとなつた場合には、当該協議の

結果を受付税関にのみ回付するものとする。 
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(ﾆ) 当該照会者への回答 

受付税関は、総括関税鑑査官から回付された当該協議の結果をもと

に当該照会者への所属区分に係る回答書を作成するものとする。 

ロ 原産地に係る回答に関する異議の申出 

前記 7－17 の(3)のイにより、照会者から照会貨物の原産地について

異議の申出があつた場合には、次の要領で処理するものとする。 

(ｲ) 総括原産地調査官への送付 

税関は、原産地に係る申出書の受付を行い、当該申出書の写し及び

当該申出に係る自関の意見等（以下この項において「原産地に係る申

出書の写し等」という。）を添えて、総括原産地調査官に送付するも

のとする。 

(ﾛ) 本省への上申 

総括原産地調査官は、当該原産地に係る申出書の写し等をもとに、

申出に係る貨物の原産地について再検討を行い、本省に当該申出につ

き当該再検討の結果等を添えて協議するものとする。 

(ﾊ) 総括原産地調査官は、上記(ﾛ) の協議の結果により、当該貨物の原

産地が変更又は撤回となつた場合には、当該原産地に係る申出書の写

しに新たな全国共通の登録番号を付し、当該協議の結果を当該申出書

を受け付けた税関（下記(ﾆ)において「受付税関」という。）に回付

すると同時に、その他の税関にも送付するものとする。 

当該貨物の原産地が従前のとおりとなつた場合には、当該協議の結

果を受付税関にのみ回付するものとする。 

(ﾆ) 当該照会者への回答 

受付税関は、総括原産地調査官から回付された当該協議の結果をも

とに当該照会者への回答書を作成するものとする。 

(8) その他 

 イ 上記 7-22 の(1)、(2)、(6)及び(7)における送付、回付及び協議は、

書面その他適宜の方法により行うものとする。 

 ロ 上記 7-22 の(2)及び(6)に係る総括関税鑑査官と各税関との間の協議

は、原則として相互に関税鑑査官が、同(2)及び(7)に係る総括原産地調

査官と各税関との協議の場合は、原産地調査官が行うものとする。 

 

第２ 税関様式関係通達（平成47年３月１日蔵関第107号）の一部を次のように改

正する。 

１．税関様式Ｃ第 5300 号を別紙１のように改める。 

２．税関様式Ｃ第 5310 号を別紙２のように改める。 

 

（Ⅱ 記載要領及び留意事項の一部改正） 
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 １．事前教示に関する照会書（Ｃ－1000）中「画像情報検索」を削る。 

 ２．輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅰ（Ｃ－5300）、輸入貨物の評価（個

別・包括）申告書Ⅱ（Ｃ－5310）の＜評価申告書Ⅰ及びⅡに共通する事項＞の

(3)に次のように加える。 

なお、事前教示照会を行わない場合、事前教示回答書登録番号欄の記載

は不要である。 

 



別紙１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別紙２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


